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2014年2月 22日（土） 

富山県民会館304号室 

14：00～15：30 

「陰りの見えるロシア経済」 

（公財）環日本海経済研究所 

所長 西村 可明 氏 

1.社会主義経済から資本主義市場経済への大転換 

 1989年の後半から 1991年にかけて、ソ連、東欧

で社会主義政権がこつ然と姿を消した。政治的には

あっという間の消滅であっただろうが、私たち経済

学者は社会主義はいずれ消滅するほかはないだろう

と考えていた。 

 私は、1970年代後半から 1980年代にかけて、一

橋大学経済研究所で、ソ連型計画経済（命令経済）、

ハンガリー型誘導市場モデル（市場を導入した計画経済）、ユーゴ型労働者自主管理経済の

比較研究をした。80年代には最も先進的な経済改革論を展開していたハンガリーの論争を

フォローし、ソ連やユーゴの議論も参考にしつつ、自分の考えをまとめた。 

当時の私の結論は、「いわゆる『財産関心』について」という論文で述べており、そのポ

イントは次の点にある。社会主義になり、財産（生産財、資本）が社会あるいは国家の所

有に置かれると、資本・財産に個人的利害関心を持つ人が社会の中にいなくなる。機械設

備、工場、企業等の資本や財産は全て国有財産になるが、これを管理する政府は経済管理

機関も含めての政治機関である。政治機関としての経済管理機関の役人は、国民の生活安

定、物価安定、雇用の安定、国際協力等、資本収益や利潤の最大化とは矛盾するさまざま

な課題に直面し、財産や資本に対する第一義的な強い関心を持つことができない。その結

果、資本や財産の価値の減少を防ぎ、その価値の増加のために本気で努力する階層が、社

会からすっぽり欠落するのである。 

 1980年代後半にゴルバチョフのペレストロイカが始まるが、当時の心ある政治家たちは、

社会主義が技術革新軌道に乗れないまま世界経済の辺境に陥ることを防ぐために、本格的

な経済改革を行う必要があると考え始めた。しかし私は、本質的にそれは社会主義から資

本主義への移行以外にはあり得ないとこの論文で述べている。これは、当時の日本の学会

では評判が悪かったが、ポーランドの社会主義政権が崩壊したのは、この論文を発表した

2カ月後の 89年 6月である。それから 12月までの半年間に、東欧諸国の共産党政権は全

て消滅した。ソ連も91年末に崩壊し、ロシアも資本主義市場経済への大転換を開始した。 

 社会主義体制では資本の合理的利用に利害関心を持つ者がいなくなり、技術革新軌道に

乗れなくなるという点は、20世紀の社会主義の大実験の教訓の一つだろう。もちろん経済

発展には労働者の熟練や意欲も大事だが、企業あるいは工場の機械設備等の価値に関心を

持ち、リーダーシップを発揮して経営する企業家や資本家が一層重要であることを社会主

義の失敗の経験が示している。 

 現在のロシアには、資本に利害関心を持つ資本家や企業家がいる。1990年代から 2000
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年代初めにかけて国有財産の私有化を進めた結果、多くの私企業が誕生し、その経営者、

資本家、企業家が存在しているからだ。問題は、資本にどんな関心を持つ人なのか、どん

な資本家や経営者がいるのかということである。ロシア経済の動向を深く理解するために

は、この問題まで掘り下げて考える必要がある。 

 

2.ロシア経済の動向 

 2003年にゴールドマン・サックスが「BRICsと共に夢見る：2050年への道」という予測

論文を発表した。BRICsは、人口 1人当たりの GDPは小さいが、国全体の GDPはダイナミ

ックに成長し、日本その他を追い越すという予測を立てた。実際に、ロシアは高成長を実

現し、2005年にイタリア、2007年にフランス、2009年にイギリスを追い越した。しかし、

リーマンショックの影響を受け、2009年はマイナス成長になる。2010年以降は回復したも

のの、成長率は低下傾向となり、昨年は1.3％にすぎない（表1）。ここにロシア経済の陰

りが見える。 

 

2-1.2000年代ロシアの高成長 

 では、2000年代の安定成長の要因は何か。成長の要因を探るときには、GDPの構成要因

を見る必要がある（表2）。それは最終消費支出、粗資本形成、純輸出の三つを見るのだが、

2000年台は最終消費支出の成長率が 8～9割を占め、これが高成長を牽引していたことが

分かる。言い換えると、家計消費と政府消費支出が成長の要であり、投資は主要要因にな

っていない。 

 特に GDPの支出に占める粗固定資本形成の割合を見ると、中国は 45～46％であるのに対

して、ロシアは 20％前後にとどまっている（表 3）。なぜロシアでは資本形成が進まないの

か、あるいは投資が拡大しないのか。これは、冒頭で提起した、ロシアにはどんな企業家

がいるのかという問題に直接関連する。 

 投資ではなく最終消費支出が成長の主要因であるとすると、最終消費支出はなぜ増加し

たのか。最終消費支出が増加するためには、まず家計収入の増加がなくてはならない（表

1）。2000年代は実質賃金や住民可処分所得が 2桁台で急増しており、これが最終消費支出

の増加を支えたことは明らかである。 

 他方、鉱工業生産の成長率は5～6％にすぎない。国内の産業の成長がわずか 5～6％のと

きに、なぜ実質賃金や住民可処分所得が15％前後も成長できるのか。ロシアの場合、実質

賃金の成長は国内生産の成長によって裏付けられていないことが分かる。言い換えれば、

賃金の増加は外部資金によって賄われていることになる。 

 この外部資金とは何か。ロシアの場合、外国での出稼ぎ労働者の賃金や投資収益の本国

送金はほとんどない。そうすると、残る最大のものは輸出収入になる。実はここにロシア

経済成長の秘密が隠されている。ロシアの輸出額は、2012年には 2000年のほぼ 5倍に増

加している（表 4）。この輸出の80％が石油・天然ガス、金属等の地下資源である。石油輸

出は、2000年から2007年までで1億 t以上増加し、しかも石油価格は 1バレル 28ドルか

ら98ドルに急上昇した。天然ガスの輸出量はそれほど増加していないが、価格は上昇して

きた（表5、6）。 

 総輸出の8割を占める地下資源の輸出額は、GDPの1/5、連邦財政の1/2に当たる。天然
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資源の輸出の急増によって、まずは資源関連産業の販売収入が増加し、設備産業や消費財

産業を活性化させ、政府財政の収入増が建設業や消費財産業を活気づけるという好循環を

繰り返し、天然資源輸出収入が社会の隅々まで豊かにしていくというプロセスが 2000年か

ら2008年まであった。これが 2000年代のロシアの成長のメカニズムだったといえる。 

 これは、ロシア経済が地下資源の採取と輸出に極端に依存し、その景気は世界市場の動

向に左右されるという脆弱な体質を持つことを意味する。 

 

2-2.ロシア経済の陰り 

 ロシア経済は、リーマンショックの影響でマイナス成長に陥り、その後はプラス成長に

戻ったが、かつての勢いはない。その原因は、石油価格等天然資源価格が急上昇のダイナ

ミズムを失って上げ止まりになり、輸出量も減少もしくは停滞気味で、輸出収入の増加が

勢いを失った点にある。 

 2011年、2012年の輸出額の増加は、石油や天然ガスの輸出量が減少していく中で、リビ

ア情勢等により世界市場価格が高くなったことによるもので、もはや右肩上がりの輸出収

入増加を見込めない。ロシア経済は、2000年代は石油・天然ガスの輸出で稼いだ資金によ

って最終消費支出を軸に成長を遂げたが、石油・天然ガス輸出の停滞とともに成長のダイ

ナミズムを失ったといえる。 

 15％、多いときには20％もの実質賃金の賃上げができる企業は、当然、利潤を稼ぎ、企

業経営者の所得も増加しているはずだが、そのお金は GDPの成長を牽引するほどには投資

に回っていかない。では、企業の利潤や経営者の所得は一体どこに行ったのだろうか。 

 

3.ロシア企業・企業家の行動 

 新聞記事を幾つか拾っていくと、2010年 12月の「日経」朝刊記事は、司法の独立性等

の問題で外国資本が国外に出ていくというストーリーで、その後、汚職の問題や欧州債務

問題の深刻化が加わり、外国資本がますます流出しているという論調になっている。 

 2012年5月の「日経」夕刊では、政府の国家管理を警戒してロシア国内の企業や投資家

も資金の海外逃避を強めていることが指摘され、2012年 10月の「日経」朝刊では、プー

チン政権下で経済改革が進まないために、ロシア国内の企業や投資家も資金をロンドン等

の海外に移していると明言している。さらに 2013年8月の「日経」朝刊では、「ロシアの

富裕層が資産移転」という大見出しを打って、キプロスから英領バージン諸島へ投資先を

移し、プーチンがこれに危機感を持って資産家や企業経営者に国内に投資するように要請

しているとある。 

 この新聞論調の変化を追跡していくと、最初は外資が流出したが、2012年半ばからはロ

シア資本が流出し始めたことになる。しかし、事実は決してそうではない。国際収支表（表

7）で見ると、ロシアに入ってくる外資は国際収支上債務なので、「債務」の欄にプラスの

数字で示される。リーマンショックの影響で 2008年、2009年にマイナス（資金の流出）

が見られるが、リーマンショック前と2010年以降は全体として見ると純流入になっている。 

 一方、「資産」の欄は海外資産の増加を表し、マイナスは資金の流出、プラスはロシア資

本が戻ってくる流入の方が多いことを示すが、マイナス（資金の流出）の金額が極めて大

きい。例えば 2005年、銀行と企業・家計を合わせて 620億ドルが流出している。2011年
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は、企業・家計だけで1093億 7200万ドル、銀行を合わせると 1411億 4000万ドルがロシ

アの銀行や企業からお金が外に運び出された。 

 ロシアの銀行の国内投資に占める役割は大変小さい（表 8）。ロシアの銀行が固定資本投

資に回しているお金は6％程度で、大部分は住宅ローンである。 

 GDPの成長において最終消費支出が最も重要な役割を果たし、設備投資等を意味する粗

固定資本形成は非常に小さいが、全くないというわけではない。しかし、1994年から 2012

年までの銀行および企業・家計の資金流出の累積額は1兆776万ドルに達し、2013年のGDP

（2兆 860億ドル）の約半分に相当する。これだけ膨大な流出資金が国内生産部門に投資

されれば経済の成長率がもっと高くなることは確かで、「ロシア経済には陰りが見える」等

と言われないで済むだろう。 

 

4.ロシアの資本家あるいは経営者はどんなことを考えているのか？ 

 では、なぜロシアの資産家や企業経営者は国内に投資しないのだろうか。これは、日本

海側の中小ビジネスがロシアと商売しようとするときに考えておかなければならないポイ

ントである。多くの経営者は、短期間に資金を稼いで、銀行経由ではなく現金で受け取り、

獲得した資金は大急ぎで外国に送るという考えを持っている。もう一つ、少なからぬ資産

家・経営者が、良い企業が見つかったら狙い撃ちして乗っ取るというマインドを持ってい

る。根本的な原因は、私有権が確立されておらず、私的所有制度自体が不安定なことにあ

るのだが、そこには深刻な問題が六つある。 

 一つは、国家が崩壊したことである。司法制度、警察制度、税制等が崩壊・混乱し、税

務署役人、警察官、裁判官等による横領や汚職が蔓延した。その修正と再建に時間が必要

だった。 

 2番目は、私有化制度の問題である。ロシアでは、私有化を早く進めるために従業員優

遇制度をつくった結果、当該企業経営者・従業員による企業資産の囲い込みが蔓延し、イ

ンサイダー支配が成立した。しかし、1990年代のロシア経済大不況の中で、製造業等の不

採算企業と資源関連産業等の優良企業の間で経営者や従業員に資産格差や所得格差が生ま

れ、大多数の人々が不満を持った。 

 3番目は、そこから起きた企業争奪戦である。企業内株主は外部株主をできるだけ排除

したい、それに対して反撃をするという血みどろの戦いが続いている。 

 4番目に、私有化プロセスの問題がある。企業経営者が従業員をだまし、企業の優良資

産を横領し、外部株主を排除した形で株主総会を開くといったことが行われたため、多く

の人々が私有化の結果に納得していない。企業経営者は、利潤最大化が考えられない経済

環境下で、いかにして自分自身が得をするかを考える。自分の妻等に別会社をつくらせ、

企業資産のおいしいところをこっそりとそちらに移してしまった。ロシア経済は株式会社

化によって法人経済化を進めたが、実態としては野蛮な自然人経済だといわれた。 

 5番目は、悪徳資産家、企業家、警察、税務当局、地方裁判所、地方政府幹部が共謀し

て優良企業を抑圧し、乗っ取る行為が広がったことである。2005年に私有化取引の不正の

時効期限が10年から 3年に短縮されたが、それ以外の経済犯罪の時効は10年のままであ

ったため、すねに傷を持つ悪徳資産家や経営者が司法・行政機関と組んで企業略奪を行う

機会が生まれた。よくあるケースとして「注文破産」が2000年代以降広まった。ロシアに
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は、この「注文破産」をビジネス上の意思決定の選択肢の一つとするビジネスマンが結構

いるので、日本の中小企業がロシア極東で合弁会社等を設立して商売を始めるときは注意

する必要がある。 

 トヨタ等の大企業がロシアに直接投資を行うときには、きちんと手を打っている。具体

的に言うと、トヨタは EBRD（欧州復興開発銀行）から融資を受けて工場建設をしている。

ロシア政府は、自身も参加しているEBRDの事業をロシア国内でマフィア絡みでつぶすわけ

にはいかない。また、EBRDはマフィア絡みのビジネスマンや企業かどうかという情報や調

査ノウハウを持っているので、いわば用心棒としての役割も果たすわけだ。 

 6番目に、非常に深刻な出来事を付け加えておきたい。昨年 12月 21日付の「朝日新聞」

朝刊に、「恩赦、人権配慮を演出？ 五輪控えプーチン大統領」という見出しの記事が載っ

た。恩赦を受けたのは、プーチン大統領の政敵で、脱税等の罪で2003年から収監されてい

た石油会社ユコスのミハイル・ホドルコフスキー元社長である。ホドルコフスキーは、ユ

コスとシブネフチという石油会社を合併してロシア最大の石油会社にし、プーチンにつぶ

されないようにアメリカ資本も入れて、ロシアと中国の間のパイプラインを推進した。プ

ーチンは東シベリア・太平洋石油パイプラインを造りたいと考えていたので、それに逆ら

って別のパイプラインを自分の力で造ろうとしたホドルコフスキーが気に食わない。怒り

心頭に発して逮捕してしまう。 

 この事件はビジネス界に大変大きな影響を与えた。ビジネス界の人たちは皆、すねに傷

を持っている。プーチンは元KGBで権力も持っているので、政敵だと思えばいつでも逮捕

できる。エリツィン時代はビジネス界が政府よりも強かったが、プーチンの時代になり、

ビジネス界はいつ自分が逮捕されるかときゅうきゅうとしている。ビジネス界の政府に対

する恐怖感や不信感は今でも拭い去られていない。加えて、最近は国家資本主義的傾向も

強まっているので、警戒心からロシアの資本がどんどん外に出ている。 

 では、人々はこの私有化の結果をどのように考えているのだろうか。2008年の調査によ

ると、42％が私有化の結果を再検討することに賛成している。しかも、企業経営者を対象

に同じ質問をすると、74％が私有化の結果を再検討すべきと答えている。私有化が始まっ

て20年たっても、なお私有化の結果に社会の大勢の人々が不満を持ち、企業の争奪戦が続

く今の状況は、「ロシア病」と呼ぶことができるだろう。 

 

5.結論らしいこと 

 2000年代のロシア経済の高成長は、最終消費支出の増加によって牽引され、設備投資等

の粗固定資本形成の成長への貢献は小さかった。最終消費支出のお金は、天然資源の価格

上昇と輸出の増加によって賄われてきた。2000年代のロシア経済は、資源依存、資源の世

界市場価格依存が顕著であった。資金がないわけではないのに国内投資が少ないのは、膨

大な資金が海外流出しているからで、その理由は私有権がまだ不安定なことにある。 

 つまり、ロシア経済に陰りが見えるのは、市場経済は導入したけれども市場の基本的制

度にまだ欠陥があり、警察制度、司法制度、税務制度等がこの欠陥を助長している点に基

本的な原因があるからだ。 

 西欧における中世封建制から資本主義市場経済への移行は、4～5世紀を要する長い上り

坂だった。ところが、ロシア、旧ソ連東欧、北東アジアは、わずか10～20年で市場経済に
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移行している。いわば、下り坂を一気に駆け下りた、あるいは一気に飛び降りたかのよう

な極めて拙速な自由化をしたことになる。西側から市場の法律を持ち込んで社会に移植す

るという方式で市場が成立したが、人々の心や制度の実態、法の執行といったことはすぐ

には変わらない。ロシアにも日本にも市場があるが、市場のクオリティ（質）は実は異な

るということを強調したい。
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